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あらまし 
近年，地球温暖化や大気汚染の問題に並んで現実味を帯びてきた化石燃料資源の枯渇の問題に対処すべく，自動車メーカーからは

従来の内燃機関に代わるクリーンかつ脱石油燃料の動力源を搭載した電動車両�(9�が発売されている．しかし，電池ならびにそれ
への充電の性能が充分に満足できるレベルまで到達できておらず，本格的な普及には未だ至っていない．(9 の普及には充電シス
テムの普及が不可欠であるが、現在広く使われている接触式の充電システムには幾つかの課題があり，それを解決する手段として

ワイヤレス給電システムが使われるようになってきた．ワイヤレス給電システムでも接触式充電システムと同等程度の電力伝送効

率が得られるようになってきており，その効率向上に向けての方策について述べる．� �
キーワード� �ワイヤレス給電システム，電磁誘導，効率，インバータ，リッツケーブル�
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Abstract�
$OWKRXJK�WKH�VSUHDG�RI�FKDUJH�LQIUDVWUXFWXUHV�LV�LQGLVSHQVDEOH�WR�WKH�VSUHDG�RI�(9��WKHUH�DUH�VRPH�VXEMHFWV�LQ�WKH�FRQWDFW�W\SH�
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1. 電磁誘導式ワイヤレス給電システムの概要  
地域交通手段としての路線バスにおいて，省エネル

ギー，地球温暖化防止，乗車環境改善に寄与すること

を目的として先進電動バス :(%��(図 1�や ,36 ハイブ
リッドバスなどが開発されつつある．これらのバスで

は充電効率の良い電池充電技術が求められると同時に，

運転者に作業負担を強いない，簡便で且つ感電などの

危険を伴わない電磁誘導式ワイヤレス給電システムが

採用されている．バリアフリーの観点から低床型のバ

スが求められている昨今，小型化の面では床下取り付

け面積の少ない薄型の装置が望まれている．また省エ

ネルギーの促進のために車載重量軽減，効率の更なる

向上が望まれている．更にこのようなバスシステムを

普及させるために，低価格化を実現しなければならな

いという課題もあげられている． 

こ れ ら を 満 足 す る も の と し て ,QGXFWLYH� 3RZHU�
6XSSO\�,36�と呼ばれるシステムが開発された．この装
置は図 � のような構成になっていて，高周波電源装置，
送電ケーブル，調整用コンデンサ，１次／２次コイル，

整流器，地上側／車上側通信装置からなるシステムで

ある．:(%�� に搭載されたシステムの仕様は出力 ��N:，
総合効率 ���，コイル間ギャップ ���PP である． �� 

�

図１  先進電動バス WEB-1 
�

2. IPS 開発における効率向上対策  
2.1 従来型システムの効率調査 
どこの部分に注目して効率向上に取り組むべきか

を知るために，従来の海外製ワイヤレス給電システム
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の構成要素毎の損失割合を調査した結果を図 3 に示す． 

 

図２  IPS システムの構成  
ここで電源，整流器等のパワーエレクトロニクス部

分が大きい割合となっているが，スイッチング素子や

整流器と言ったデバイスは周波数，出力により使える

ものが限られるため，電源盤内回路の改善で効率向上

をめざす．またケーブルやコイルは励磁電流を減らす

ことにより大幅な改善が見込めることが予想される．  

�

図３  従来型ワイヤレス給電システムの損失割合  
励磁電流は次の式で得られる． �

I V/2π fL ･･･（�） �
ここで， I ：励磁電流，V：電圧， f：周波数，

L：インダクタンス，である． �
式 ���で励磁電流を減らすには高周波数化があり，こ

れはケーブルの表皮効果と近接効果を低減することで

得られる．また磁束増加，ターン数増加によるインダ

クタンスの増加によっても電流を減少できる．結合係

数 0�/ の増加も効果があるが，これはギャップ漏れ磁

束低減の効果もある． �
�

2.2 平面コア丸型方式 IPS の設計最適化  
,36 を開発するにあたり，コアの基本構造について

検討した．図 � に示す ( 字コア角型方式は，一般的な

変圧器のように ( 字のコアを � 個正対させた構造とな

っている．一方，図 � に示す平面コア丸型方式は，薄

く広いコアと渦巻き状のコイルからなる構造を有する．

これらについて，初期検討として結合係数等の電気的

な特徴の比較，ならびに形状寸法等の詳細な比較（表

�）と，実機での試験結果(図 6�を検討した結果，結合

係数や薄型化性能の面および大きなコアギャップが得

られることから，平面で丸形のコア形状を採用するこ

ととした． 

�
(a) コア構造                (b) 磁束形状  

図４ E字コア角型方式  

� � � � �
(a) コア構造                (b) 磁束形状  

図５ 平面コア丸型方式  
表１ コア形状による比較  

� 結合係数 � 寸法 � 厚み � 重量 �

( 字コア角形 � ○ ○ △ ○ 

平面コア丸形 � ◎ △ ◎ ○ 
�

図６ コア形状による効率と出力の比較  
平面コア丸型方式の詳細設計を外部駆動回路連成有限

要素法電磁界解析法(2),(3)にて行い，駆動周波数と磁束密
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度分布の関係について検討した．フェライトコア内の

磁束密度強度分布を図 � に示す．��N+]～���N+] の周
波数領域において磁気飽和 �使用したフェライトでは約
���P7�は生じないことが確認できた．次に，駆動周波
数と一次・二次コアの鉄損および銅損の関係について

検討し，一次・二次コイル間効率の周波数依存性を図 �
に示す．鉄損に比べ銅損が支配的であり，また，駆動

周波数を ��～��N+] の範囲に設定する事が有効だと判
断できる．本周波数領域においては，高周波電源で用

いるスイッチング素子として 026)(7 と ,*%7 が候補
としてあげられるが，容量等の制約を考慮すると極力

後者を採用したい．そこで，作動周波数を大容量型 ,*%7
のほぼ限界付近である ��N+] 程度とすることにした． 

�
図７ コア内の磁束密度強度分布(30kW出力時)  

 

�
図８ 一次・二次コイル間効率 (30kW出力時) �

車載の容易さおよび通信の安定性と２次コイルの位

置検出のためコア中央部に通信装置を埋め込むことと

し，挿入部の最適内径について検討した．はじめに，

��N: 一定出力条件でコア内径を変化させた際のフェ

ライトコア内最大磁束密度分布について解析した結果，

半径 ���PP 以下であれば磁気飽和が生じないことを確
認した．つぎに，コア内径を変化させた際の鉄損と銅損

の変化を検討したところ，内径を大きくした場合，鉄

損はほぼ横ばい，また銅損は増大することが確認でき

た．解析結果から，コア内径 �半径 �が ��PP 程度までな
らば一次・二次コイル間効率の低下も小さいため，本

寸法でくりぬくこととした．ちなみにこの際，約 ���NJ
の軽量化が達成される． �

車載部の更なる薄型化・軽量化を実現するために，

コア薄型化の可能性について検討した．はじめに，��N:
一定出力条件でコア厚さを変化させた際のフェライト

コア内最大磁束密度分布について解析した．検討結果

より，一次コアの厚さは ���PP 未満で，また二次コア
の厚さは ����PP 未満で磁気飽和することが確認できた．
つぎに，損失評価を行い，一次コア厚さを ���PP 固定
で二次側の厚さを変化させた際の鉄損と銅損の解析結

果から，厚さが ���PP 程度までならば損失はほぼ変化
しないため，この厚さで設計可能と判断した．二次コ

ア厚さ半減により ���NJ の軽量化が達成される． �
これまでの検討により，駆動周波数���N+]�，コア内径�半

径 ���PP�，コア厚み�送電側 ���PP，受電側 ���PP�等を決
定した．最適化された一次・二次コイル形状を図 � に示
す．ここで，コアやコイルを取り付けるベースとして

アルミ板を採用し，これによる磁気シールド効果にも

期待した．アルミ板の抵抗率は ���×����ΩP である．
本モデルにて出力 ��N: 時のシミュレーションを行っ

た際の，フェライトコア内の磁束密度強度分布を図 ��
に示す．定格出力時において，コアの磁気飽和は発生

していないことが確認できた． �

図９ 最適一次・二次コイル形状 �

�
図１０ 最適コアの磁束密度強度分布(30kW出力時)�

�

2.3 リッツケーブルの設計最適化  
励磁電流を減らすため高周波数化すると表皮効果等

により，ケーブルの抵抗が増加する．ケーブルのイン

ダクタンス減少のため，表皮効果と近接効果の低減を

検討した．表皮効果減少のためにはケーブルの表面積

を増やす必要がある．そこで ,37 ケーブルの ��VT�径に
����φで ����� 本撚りであったものを ��VT�径に ���φで
����� 本撚りにすることにより，図 �� のように ���N+]
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で ,37 ケーブルの ���以下とすることができた． �

�

図１１ 表皮効果対策による低減 �
しかし，��VT�径にして ���φで ������ 本撚りまで増

やしたが表皮効果の減少はそれほど顕著なものが見ら

れなかった．これはケーブル間の近接効果に依るもの

と考えられる．そこで，ケーブルを７分割し配置を工

夫してペア線化をはかった．その結果，海外製のリッ

ツケーブルの ���以下に抵抗を抑えることができた． �
図 �� のように，ケーブルの内側と外側の素線が交

互にその位置をローテーションするように，しっかり

と撚りを掛けて電流密度を均一化をはかるとともに，

撚りを設けられない中心部のケーブルに  逆位相電流

が集中して流れるのを防ぐため空芯にすることで，図

�� に示すように更に ���抵抗値を低減できる． �

�
図１２ 電流密度均一化ケーブル  

 
図１３ 電流密度均一化対策による低減  

2.4 高周波電源装置の設計最適化  
高周波電源装置はコンバータ，インバータ等で構成

されるが，それらの回路設計上の最適化ポイントは以

下の通りである． �
��� 各回路ブロックでの電圧電流配分をできるだけ高
電圧低電流にすることで損失を少なくできる． �
��� 交流部分では，各回路ブロックでの力率ができるだ
け１に近づくよう設計上留意する． �
��� 高周波回路の周波数は出来るだけ低い方が，表皮効
果や近接効果が起因の損失増加やスイッチング損失を

下げられる． �
��� 一般的な部品定格や発熱状況から決まる量に対し，
できるだけ必要以上の素子の並列数や電線の断面積の

増加，磁性体の大型化を行うと損失を抑えられるが，

コストとの絡みで決定せねばならない． �
��� 高周波電流配線の近傍に高周波磁界ができるだけ
発生しないように配線取り廻しすることが不要輻射や

誘導加熱等の低減だけでなく，表皮効果や近接効果の

抑制と損失低減に有効． �
��� 電力回路の構成はシンプルな方が，一般的には低損
失となる． �
��� スナバなどのサージ対策回路ができるだけ少なく
なるように工夫すると，損失低減に有効． �
��� 使用する周波数（高調波成分を含む）での部品性能
を把握し，適切な部品選定や設計を行う． �
 これらのポイントを踏まえての具体的対策としては �
�� 半導体：高速素子の採用，低順方向電圧VF／低コ

レクタ・エミッタ飽和電圧VCE-SAT／低オン抵抗

RDS-ONのデバイスの採用，並列化，ゼロ電圧スイ

ッチングの採用  
�� コンデンサ：損失は I2×RESR（等価直列抵抗）な

ので周波数特性の良い部品を使用，低等価直列抵

抗 (65 部品の選定，並列化の採用  
�� リアクトル：損失は I2×RESR（等価直列抵抗）な

ので周波数特性の良い部品を使用，原因（銅損・

鉄損）を見極めて対策  
�� トランス：周波数特性，結合係数、等価直列抵抗

等の性能が良いものを使用  
�� 配線：高周波有効断面積の確保，高周波磁界低減

（並行ブスバー，ペア配線等）  
�� コイル：素線間の電流の均等化，渦電流対策  
等の検討が必要である． �

�
図１４ ブスバーの構造  
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一例として配線の断面積確保のためブスバーを利

用する場合，図 �� のように角部を作らず電流が流れや
すい形状にするなど電流の偏りによる局所加熱に注意

が必要である．また，表皮効果，近接効果の影響を低

減するには，プラス，マイナスあるいは行き，帰りの

ブスバーを重ねて実装すると大きな効果がある． �

�
図１５  Si 素子と SiC 素子のスイッチング波形  
まだ実機での実例はないが，半導体メーカーが研究

開発し実用化しつつある 6L& 素子の採用も効果がある．
従来の 6L 素子は還流ダイオードの逆回復時間が ���～
���>Q6@であり，インバータの高力率運転時にブリッジ
に貫通電流が流れ，スイッチング損失増加による素子

の過加熱，放射ノイズの増大などの問題がある．この

問題は周波数が高くなるほど顕著になる．このため回

路設計に当たっては，若干の遅れ力率となるよう設計

せざるを得なかった．6L& 素子を還流ダイオードに用
いると，逆回復時間は従来品の ���� 程度に短縮される．
そこで 6L& 素子によるパワーモジュールを試作し試験
したところ，図 �� に見られるようにスイッチングによ
るリンギング電圧発生がほとんどなくなった．従って

���N+] 帯でのインバータの高力率運転が可能となり，
効率向上に大きく寄与する． �
�

3. IPS システムの性能評価  
3.1 負荷試験結果  

�

図１６ 総合効率（コイル間ギャップ100mm） �

負荷試験によって得られた総合効率実測値を図��に

示す．ここで総合効率とは，図�における高周波電源装

置の入力を基準とした，整流器の出力までの効率を意

味する． �
��N:の定格運転時において効率約��％を達成でき

た．これは，接触充電方式の充電効率 �約��％ �にあと一

歩と迫る，極めて優れた値と言える．また���部分負荷

時の効率もそれほど悪化は見られない． �

�
3.2 運用試験から見える利便性と成果 

グローバルな (9 に比べローカルなコミュニティバ
スは標準化の進展にかかわらず，ワイヤレス給電シス

テムの採用が容易なため，海外を含め幾つかの運用実

績がある． 

奈良県は宿泊観光客の増加のため奈良市内におけ

る交通の利便性と環境向上に向け，パークアンドライ

ド（3	5）と電動バスの導入を計画している．����
年に少量電池搭載の :(%��＋非接触式急速充電器
（ ,36）と大容量電池搭載の電動バス＋接触式急速充
電器の２台の電動バスを使い，県庁を 3	5 の起点と
して充電装置を設置し，走行ルートとして１周 � � �NP
の春日大社を含む奈良公園一帯を巡回する観光用周遊

バスの社会実験を実施した．実証走行試験の結果， 

図１７ 奈良公園走行試験結果 

どちらの電動バスでも &2�排出削減効果は確認でき

たものの，充電の利便性の点ではワイヤレス充電シス

テムに軍配が上がった．そこで ���� 年には :(%��
のみを使い，再度，実証走行試験を行った． 
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試験では ,36 を２か所設置した．１つはバスターミ
ナルでの充電を意識して奈良県庁に，もう１つはバス

停で乗客が乗降する間の充電用として春日大社に設置

した．充電条件として，県庁では毎回必ず 62&���ま
で充電を行い，春日大社では途中経路の渋滞度合いに

より充電時間を �充電なし・� 分間充電・� 分間充電 �
の３パターン設定した．空調負荷については空調なし

およびクーラー作動とした． �
春日大社 � 分間充電，空調なしの条件で試験を行っ

たときの結果を図 17 に示す．１周 � ��NP のルートを
図 1�D �のような速度で走行し，約 �� 分を要した．図
�E � �は走行開始から春日大社での充電を経て，県庁に
て 62&���まで充電した際の 62&履歴を表している．
図中 ���� 秒付近は春日大社での ,36 充電で，1 分間

で 62& が若干回復したことが見て取れる．この時の
充電電力は図 1�F � �より確認できる．図中，���� 秒以
降は県庁にて ,36 充電を行っている部分である．これ
によると消費した 62& を回復するのに要した時間は
約 � 分である．よって，１周 � ��NP のルートを約 � 分
の ,36 充電を行うことで連続的に走行可能であること
が示された． �

:(%�� �の /L イオン電池容量は三菱自動車の �人乗
り L0 L(9 の ��N:K より少ない ��N:K で，さらに３
倍の車両重量と定員 �� 名でありながら，充電は繰り
返すもののアップダウンの大きな奈良公園内を１日中

運用できる．すなわち、:(%�� のコンセプトである �

少量電池・高頻度充電・航続距離延長 �が実証された４ )
．�

�

図１８  WEB-3 と１次側コイルの設置状況  
環境省チャレンジ２５事業の補助を受け，平成 �� 年
� 月 � 日から平成 �� 年 � 月 �� 日までの予定で，長野
駅と善光寺間を結ぶ長野市街地循環バス「ぐるりん号」

に新規に開発された :(%�� と :(%�� が投入され，有
料で運用されている．このワイヤレス給電システムの

仕様は出力 ��N:，総合効率 ���，コイル間ギャップ
���PP で，バリアフリーのためのバスのニーリング機
能を利用して車体側のコイルを地表面から ���PP まで

下げることができるため，図 �� のように１次側のコイ
ルは地面と面一に設置することができ，充電における

運用の利便性が上がっている．搭載している /L イオン
電池のタイプや，容量，電圧などの違う２台の電動バ

スが共通の１台の ,36 において，路車間通信を行うこと
で問題なく充電できることも確認されている． �
この事業では電動バスの事業性検証のため，電動バス

とワイヤレス給電システムのメンテナンス上の課題把

握を行っており，ワイヤレス給電システムでは共振用

コンデンサの経年変化度合，給電量と走行距離を計測

することにより効率の変化を計測中である． �
�

4. おわりに  
ワイヤレス給電システムは電子機器の発達ととも

に開発が進み，効率の点では接触式給電システムと遜

色ない性能まで来ている．自宅や特定の駐車場での駐

車が高度に自動化されるようになればコイルの位置合

わせに気を使わずに済むようになり，コストと標準化

の問題をクリアできればそう遠くない将来において自

宅のガレージにも設置されると思われる．さらに，ワ

イヤレス給電システムには走行中給電の可能性があり，

この開発が成功すれば (9 の普及が一層進むものと思
われる．地球環境保全に不可欠な (9 の普及に向け，
その利便性において大きな夢を持つワイヤレス給電シ

ステムのさらなる発展を望んでいる． 

最後に本機器の製作にあたられた東洋エレクトロ

ニクス株式会社の洲崎泰利氏から各部の効率に関して

多大な助言をいただいたことに謝意を表する．  

�
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